10月18日第1回　第2章・第3章
第2章　Domicile, domicil　（ドミサイル・本拠）
◎　ドミサイルの意義を確認することが第一。それが、ある場所への物理的存在（立ち入り）と定住の意思（永久でなくともよい）という要件で、特に主観的要件が重要であることがどのような効果をもつかが重要。それは何のためか。
　この概念は、裁判管轄権と準拠法選択の両面で重要とされており、主観的要件の重視は、ドミサイルの変更が早期･迅速に行われることを意味する。それは当事者の利益と意思にかなうといえそうであり、それならこのような要件でドミサイルを考えることも十分に正当化される。
１　第2章のlegal terms
　domiciliary
  presence with intention to remain
　domicile at birth
  spouse's domicile
  change of domicile by presence plus intent
  personal jurisdiction---at the time action is commenced
２　第2章の要点
　１）ドミサイルの意義
　　one's legal homeで１つだけ　その州のdomiciliary（ドミサイルをもつ人）になる
　　要件は、そこに存在すること（存在したことがあること）と定住の意思
　　変更は自由だが、常に1つだけなのでcarry back（遡ってドミサイルを追うこと）ができる
　　domicile at birth（生まれたときは親のドミサイルと同じ）
　　　　　　　　　　　　→親が別々のドミサイルなら？
  　spouse's domicile（配偶者のドミサイルは同じだったが、今では独立に判断）
  ２）変更は自由
　　ここでも要件は、物理的存在と意思
　　意思は、とりあえず定住の意思であれば足りる（かつては永久または不定期）　　　　　今では intent to remain for the time at least（少なくとも当分）で十分
　３）兵士や囚人のドミサイル
　　自発的意思でないから、配属先や刑務所の所在地はドミサイルとならないのが原則
　４）ドミサイルが現実に問題となり判断される時期は、訴訟提起時でそれが判断時期
　５）①日本の住所　生活の本拠（民法21条）との違いは何か
　　裁判管轄
　　国際私法上の準拠法の決定？
　　不在者
　　失踪宣告
　　債務の弁済
　　相続の開始
　　　①これらの法律関係毎に住所があり、複数可能
　　　②逆にドミサイルは，裁判管轄や準拠法の決定以外の場面で機能するか？
　　　③アメリカのドミサイルにおける意思主義はどのような効果をもつか？
　　　　　早期にドミサイルが変更されることはどのようなメリットがあるか？
　　　　　
３　練習問題
18日　　　　第1回　第１章　第２章（７）　第３章（１２）
　　　　　　第2章２板持　３長瀬　４鹿山　５渡辺　６長屋　７板持　
①　Tucson AZへ。domicile を早期に認める効果・利益
②　油田地域のFootloose
③　学生のFarmer
④　学生のFarmerの卒業後
⑤　Pa v. West Virginia 無遺言相続法の違い
⑥　Pa v. West Virginia　事故死の場合のドミサイル
⑦　後見人のついたDorothy　
第3章　Personal jurisdiction（人的裁判管轄権）
◎ここでは裁判管轄権を扱う。人的というのは、アメリカの州裁判所では、あらゆる事柄･紛争(subject matter)について裁判できるのが原則であるため、裁判管轄権の有無は当事者に対する人的裁判管轄権だけが問題となるからである。アメリカの連邦裁判所は、逆にアメリカの連邦政府は限られた権限しかもたないとされているために、事物管轄権の有無が問題となる。連邦裁判所で人的裁判管轄権が問題となるのは外国人の当事者だけで、アメリカ人であれば当然管轄があるとされる。
◎州の（人的）裁判管轄権は、かつては州内の人と物に限定されており、訴状の送達が行われたか否かだけが問題だったが、アメリカの企業活動や人の活動が州際を越えるようになると、他州の会社や人に対しても裁判管轄権を及ぼす必要が増加した。各州は、long arm statuteを制定し、逆に連邦最高裁は、それがデュー･プロセスに違反してはならないという憲法的制約を加えることになった。
１　第3章のlegal terms
  service of process,  due process
  good service of process = good personal jurisdiction
  minimum contacts, state long-arm statutes
  default judgment
  action in personam
  traditonal notions of fair play and substantial justice
  in rem actions
  pure in rem
   condemnation proceedings, mortgage foreclosures, ships in admiralty case
   execution, garnishment
 quasi in rem
 tagging (transient jurisdiction)
 consent and waiver
 mandatory forum selection clause
 notification and knowledge
 personal service
 notice by ordinary mail
 publication notice
２　cases
  Pennoyer v. Neff, 95 U.S. 714 (1877)
  Hess v. Pawloski, 274 U.S. 352 (1927)
  International Shoe Co. v. Washington, 326 U.S. 310 (1945)
  Shaffer v. Heitmer, 433 U.S. 186 (1977)
  Burnham v. Superior Court, 495 U.S. 604 (1990)
　Milliken v. Meyer, 311 U.S. 457 (1970)
  National Equipment Rental v. Szukhent, 375 U.S. 311 (1964)
  Carnival Cruise Lines, Inc. v. Shute, 499 U.S. 585 (1991)
  Stewart Organization v. Ricoh, 487 U.S. 22 (1988)
  Mullane v. Central Hanover Bank & Trust Co., 339 U.S. 306 (1950)
  Walker v. Hutchinson, 352 U.S. 112 (1956)
  Tulsa Professional Collection Services, Inc. v. Pope, 485 U.S. 478 (1985)
３　第3章の要点
  １）人的裁判管轄権の要件
　　　　service of process（訴状の送達）が適正に行われること
　　　　他の due process要件を満たすこと
 　　かつては good service of process = good personal jurisdictionだったが、現在は違う
　　　　州のロング･アーム法という管轄権拡大法
　２）1945年以前の Pennoyer v. Neff, 95 U.S. 714 (1877)＝他州への配慮
　　　人的裁判管轄権を制限
　　　　　4つの要件を満たすと人的裁判管轄権なし
　　　　　　①default (no appearance or consent)
            ②action in personam
            ③constructive service
　　　　　　④nonresident defendant
        逆に、どれかを満たすと合憲
  ３）state long-arm statutesの契機
　　　①州外法人の営業活動
　　　②州外の運転手による交通事故
　　　　　いずれも令状送達の受取代理人を法律で規定
  ４）1945年のInternational Shoe Co. v. Washington判決
　　　minimum contacts ,
          柔軟テスト traditonal notions of fair play and substantial justice
　５）In rem actions
   ①condemnation proceedings 収用手続き　→日本との違い
　 　mortgage foreclosures　抵当権実行による抵当物の換金手続き
　 　ships in admiralty case 開示事件における船の差し押さえ
   　execution　強制執行手続き　garnishment　債権差押え手続き
　　　これらは差押えの対象物が州内にあればそれで十分
 　②prue in rem まさに紛争と関係のあるものを差押え
　　　quai in rem これはたまたま相手方の財産が当該州にあるだけ
　　　　　広い活用可能性あり
　　　それを縛るShaffer v. Heitmer, 433 U.S. 186 (1977)  minimum contactsが必要
　６）人的裁判管轄権を満たす具体的事例
　　①tagging(transient jurisdiction)―たまたま訪れた場所での交付送達
     直接交付送達（personal service）ができるなら、それでminimum contacts ありとする
     Burnham v. Superior Court, 495 U.S. 604 (1990)全員一致　しかし、Scalia v. Brennan
　　②domicile 原則としてこれがあれば十分
　　③ consent and waiver（同意・異議の放棄）でも大丈夫
　　　　　★人的裁判管轄権の異議を申し立てないこと自体が放棄となる
　　　　　専属管轄条項（mandatory forum selection clause）も有効
　７）送達の要件・種類
　　　personal service
 　　 notice by ordinary mail
      publication notice
４　練習問題
18日  第3章１長瀬　２鹿山　３渡辺　４長屋　５６７板持
①カリフォルニア州民がニュー･ヨーク州民に交通事故で被害を与える。場所はマサチューセッツ州。
　カリフォルニア州での訴え。general personal jurisdiction
②ニュー･ヨーク訪問中に交付送達。
③アラスカ州の連邦裁判所において、アラスカの土地侵入という不法行為訴訟。被告はワシントン州住民。最初に事物裁判管轄権なしとする申立。後に、人的裁判管轄権なしとする申立。後の申立は不可。
④Brennan in Burnham v. Superior Court, 495 U.S. 604 (1990)
⑤飛行機内での送達
⑥刑事事件で合衆国内に連れてこられたテロリストに対する送達
⑦車代の債務不履行、自動車の差押えとin rem action
⑧プレスリーの車を別の契約違反で差押え　qasi in rem 　不可
　　　　　　　　　　　　　　　　では、送達があれば十分か？
